別記様式１（第５条関係）記載例ですので、提出にあたっては、赤字部分を申請者や対象物に応じて黒字に変えて記載してください。また、説明書き（吹き出し部分）は削除して使用してください。


　　補助要件等確認書
１　事業計画
	補助事業等の計画
	保有する電気機器のうち、低濃度のＰＣＢに汚染されている可能性のあるものについて、絶縁油中のＰＣＢ濃度を測定して、汚染の有無を判別する。

	補助事業等の実施により見込まれる効果
	[bookmark: _GoBack]電気機器のＰＣＢ汚染の有無を判別して、低濃度ＰＣＢ廃棄物を処理期限内に確実かつ適正に処理を完了できる。



２　申請者の要件への該当確認（各申請者区分に応じて該当する部分に記載）「大企業」に当たらない構成員（個人を含む）の割合

	個人

	
	個人が申請に係る電気機器を保有することとなった経緯
（該当するものに○で囲む（その他の場合は括弧内に具体的に記載））
　　前保管者が法人　・　破産管財人　・　　その他（　　　　　　　）

	中小企業者・個人事業主「資本金」か「従業員数」が「中小企業」の要件に該当することが補助要件になるため、確定申告書の添付書類など記載内容を確認できる書類を提出してください。


	
	申請者の主たる業種　製造業
資本金　１，０００万円　　　常時使用する従業員数　２３人

	
	申請者の発行済株式の総数に対する割合又は出資の総額の二分の一以上を占める者
（なし・ありのいずれかを○で囲み、ありの場合にはその内容を記載）「あり」の場合、当該者が大企業に該当しないことが補助要件になるため、確定申告書の添付書類など記載内容を確認できる書類を提出してください。

・なし
・あり　主たる業種　サービス業
資本金　５，０００万円　　　常時使用する従業員数　６７人

	
	完全支配関係（法人税法第４条の２）への該当について（いずれかを○で囲む）法人税法第４条の２に定める「完全支配関係」⇒　連結除外法人（普通法人以外の法人、破産手続開始の決定を受けた法人、特定目的会社その他政令で定める法人をいいます）

有　・　無

	中小企業団体等

	
	直接又は間接の構成員たる者のうち、中小企業に該当する者の割合　　90　％

	中小法人「協同組合」など特別の法律によって設立された組合が該当


	
	主たる業種　　　　　　　業　　　　　常時使用する従業員数　　　　　人

	市町村その他の法人格を有する従業員数100人以下の法人が該当


	
	常時使用する職員数　　　　　人

	
	財政力指数　　昨年度　　　　　２年度前　　　　　３年度前　　　　　
直近３カ年の平均値　　　　　


３　低濃度ＰＣＢ廃棄物等に該当することが判明した場合の処分予定年月試験分析に係る経費の総額
（消費税を含む額）
左欄の基本額の1/2又は
上限額の15,000円
のうち、低い額を記入
搬出予定年月を記入

　　処分予定年月　令和○年○月機器が所在する
市町村名を
記入してください
補助対象とならない経費を控除した額を記入

原則として消費税を控除した額を
記入して下さい
銘板がない、読み取れない等の
場合には「不明」と記入


４　補助希望対象機器及び補助申請額算出調書左欄の基本額の1/2が
上限額の15,000円を超えるため
上限額となる
補助対象外の経費がある場合、除いた額を記入

	電気機器
の種類
	電気機器の型式等
	数量（台）
	補助事業に要する経費（円）
	補助対象経費
及び
補助基本額
（円）
	補助率
	補助金交付申請額（円）
	備　考

	
	製造
者名
	製造
番号
	製造
年月
	
	
	
	
	
	

	変圧器
	不明
	不明
	不明
	1
	17,600
	16,000
	1/2以内
	8,000
	旭川市

	コンデンサー
	松下電器産業
(株)
	BR73057
	S48.1
	1
	44,000
	40,000
	1/2以内
	15,000
	旭川市

	コンデンサー
	日本コンデンサ工業(株)
	PFC-N65100
	S34.9
	1
	33,000
	30,000
	1/2以内
	15,000
	鷹栖町

	コンデンサー
	日本コンデンサ工業(株)
	PFC-N65200
	S36.10
	1
	52,800
	24,000
	1/2以内
	12,000
	鷹栖町

	
	
	
	
	
	
	
	1/2以内
	
	

	合　　　　　　　　　計
	4
	147,400
	110,000
	1/2以内
	50,000
	


　注　１　この様式には、ＰＣＢ濃度分析に係る補助事業に要する経費のみを記載すること。
　　　２　「補助金交付申請額」欄は、補助対象経費及び補助基本額の1/2又は１台あたり15,000円のどちらか低い額を記載すること。


